
所管部
新規
拡充 事業名 概要 予算額（千円）

拡

介護人材確保対策事業
①職場体験
②介護職員資格取得支援
③介護職員就業促進事業

①介護業務の体験を希望する方に対して、職場体験を最長3日間実施
②職場体験を終了した方を対象に、介護職員初任者研修等の資格取得を支援
③仕事に就いていない方に対して、介護施設等での就労及び介護の資格取得を支援

1,688,085

拡 次世代介護機器の活用支援事業
介護事業所等における次世代介護機器の活用を支援するため、ロボット技術を応用した機器の
導入経費の一部を補助するとともに、効果的な活用に向けた研修を実施

173,964

拡
ＩＣＴ機器の活用による介護事業所の負担
軽減支援事業

訪問介護事業所におけるＩＣＴ機器の導入経費及びコンサルタント経費の一部を補助 82,500

新
介護保険施設等におけるＩＣＴ活用促進事
業

特養、老健、認知症GHにおいて、夜間の見守り支援機器の導入や、介護記録の電子化など、施
設業務全般にわたり一体的にICT環境を整備するための費用の一部を補助し、業務の効率化、介
護職員の負担軽減を支援

413,000

新

外国人介護従事者受入れ環境整備事業
①外国人受入れセミナー
②外国人介護職員指導担当者研修
③介護施設等による外国人受入れ支援

①介護事業者の経営者等に対し、外国人受入れに必要な知識・ノウハウ等を提供するためのセミ
ナー及び専門家による相談会を実施
②外国人介護従事者の指導担当職員に対し、指導のポイント等についての研修を実施し、介護
施設における指導体制の充実を支援
③介護福祉士養成施設に通う留学生をアルバイトとして雇用する介護施設等が留学生に対して
奨学金等を給付する場合、当該費用の一部を補助

56,494

新 介護人材総合対策検討委員会の運営
介護人材を取り巻く状況の分析等に関する調査を実施するとともに、都における介護人材の確
保・育成・定着に向けた効果的な施策について検討

12,911

新
障害福祉サービス事業所職員奨学金返
済・育成支援事業

常勤福祉・介護職員として雇用した新卒者等の計画的な育成と、奨学金返済相当額の支給を行う
障害福祉サービス事業所等を支援

61,898

新
福祉・介護職員処遇改善加算取得促進事
業

福祉・介護職員処遇改善加算の取得に係る都内の障害福祉サービス事業所等への助言・指導等
により、事業所における加算の新規取得や、より上位の区分の加算取得を促進

19,589

令和元年度 福祉人材対策新規事業等一覧
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所管部
新規
拡充 事業名 概要 予算額（千円）

拡・新

保育人材確保事業
①保育士就職支援研修・就職相談会
②保育士就職支援セミナー・職場体験実
習
③保育人材コーディネーターの配置による
就職支援等
④次世代の保育人材確保（高校生向け保
育の仕事体験）
⑤東京労働局との新たな連携施策
⑥保育のおしごと応援フェスタ
⑦保育士養成施設への入学者確保に向け
た取組
⑧潜在保育士向けガイドブックの配布・普
及

①保育士OBなどの保育士有資格者等を発掘するため、保育現場の最新情報に関する研修、就
職相談、求人求職情報等の情報提供を一体的・効果的に行う保育士就職支援研修を実施
②保育所勤務未経験者やブランクの長い保育士有資格者等を対象に、就職に必要な知識を習得
するための講座（就職支援セミナー（座学））を開講するとともに、認可・認証保育所等への職場体
験実習を実施
③求人情報の把握、求職者のニーズにあった就職先の提案等のコーディネートを行い、保育現場
への就職から職場定着までを支援するとともに、現役保育士や保育所、保育士資格取得予定者
等から相談対応を行うなど、保育人材・保育所に対する支援を実施
④保育士を目指す、又は、保育の仕事に興味を持っている都内の高校生を対象とした保育施設
での職場体験を実施
⑤ハローワーク求職者の同意に基づき、求職者情報の共有を図り、都の研修や就職相談会等に
ついて情報発信
⑥保育の仕事に興味・関心を持つ者を対象に、トークショーやパネルディスカッション、保育実技セ
ミナーなどに加え、都内保育事業者との就職相談会を実施
⑦都内の高校生を対象に、保育の仕事の魅力発信に加え、保育士養成施設の学校説明会等を
一体的に行うイベントを開催
⑧潜在保育士が抱えている不安を取り除き、再び保育士として働くことを具体的にイメージしても
らうことを目的としたガイドブックの配布・普及啓発を実施

141,252

拡 ベビーシッター利用支援事業

①待機児童の保護者及び育児休業満了者への助成
②区市町村が①の利用者に対し、ベビーシッター事業者から請求される交通費実費の助成を行う
場合、経費の一部を補助
③保育所等利用児童の保護者が急な残業等により時間内に保育所等へ迎えに行くことができな
い場合に、ベビーシッター事業者による保育を提供する区市町村に対し、経費の一部を補助

2,236,448

拡 認証保育所等研修事業
認証保育所施設長及び中堅職員研修、家庭的保育者研修、病児・病後児保育研修、病児・病後
児（訪問型）保育研修、認可外保育施設職員テーマ別研修等を実施

22,625

拡 保育士等キャリアアップ研修支援事業
国の処遇改善等加算Ⅱの要件である保育士等キャリアアップ研修について、研修及び研修を実
施する研修機関を指定して研修を実施するとともに、指定研修実施機関に対して研修開催に要す
る経費の一部を補助

347,950

拡 子育て支援員研修
保育や子育て支援等の仕事に関心を持ち、保育や子育て支援分野の各事業等に従事することを
希望する者に対し、各事業等に従事するために必要となる知識や技能等を修得するための研修
を実施

145,681

新
子供家庭支援区市町村包括補助事業（地
域における保育力アップ推進事業）

保育の質の確保・向上を図るため、保育所間交流や園長会における意見交換など、地域交流の
推進に向けた取組を支援

包括補助

新
児童養護施設等職員宿舎借り上げ支援事
業

職員用の宿舎を借り上げた場合に、借り上げ経費の一部を補助 102,349

令和元年度 福祉人材対策新規事業等一覧

少子社会対策部
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２０１９年度東京都における介護人材対策の取組について 東京都福祉保健局 

事業体系図（概要） 

育成 定着 

育成・定着含 

キャリアパス導入 

■現任介護職員資格取得支援事業 

資質の向上 

■東京都介護職員キャリアパス導入促進事業 

導入前 導入中 導入後 

アセッサー講習受講支援 
人事制度改善等支援 

キャリアパス導入促進事業 専門人材育成・定着促進助成 

■代替職員の確保による現任介護職員等の 
 研修支援事業 

■介護職員スキルアップ研修事業 

■介護職員等によるたんの吸引等研修事業 

労働環境の改善 

～住宅費の負担軽減～ 

■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 
・（再掲） 
地域密着型サービス事業所に対しては、高齢包括補助事業 

確保含 

～業務の効率化～ 

■次世代介護機器の活用支援事業 

■ICT機器活用による介護事業所の負担軽 
 減支援事業 

■介護保険施設等におけるICT活用促進事 
 業 新 

確保 

多様な人材の参入促進 

区市町村の取組支援 

■介護人材確保対策事業 

■介護職員奨学金返済・育成支援事業 

■介護講師派遣事業 

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～ 

～新卒者等若者向け～ 

～定年退職者等シニア向け～ 

職場体験 資格取得支援 就業促進事業 

■区市町村介護人材緊急確保対策事業 

育成・定着含 

育成・定着含 

外国人材の受入れ環境整備 

■外国人介護従事者受入れ環境整備事業 

外国人受入れセミ
ナー 

外国人介護職員指
導担当者研修 

介護施設等による留
学生受入れ支援 

■経済連携協定等に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業 
  

■外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入支援事業 
   

拡 

拡 

拡 

新 

■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 
（高齢包括補助事業） 定着含 

拡 :拡充 新 :新規 

■喀痰吸引等登録研修機関開設準備経費 
 支援事業 

東京都のホームページ 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/jinzai.html 

東京都の介護人材関連事業の各事業の内容や、補助金の募集等の最新情報を随時 

ご案内しております。         

お問い合わせ 

東京都 福祉保健局 高齢社会対策部  
介護保険課 介護人材担当    03－5320－4267 （下記以外の事業） 
計画課    計画調整担当    03－5320－4596 （次世代介護機器の活用支援事業） 

施設支援課 施設整備推進担当 03－5320－4265 （介護保険施設等におけるICT活用促進事業）           



事業概要（確保） 

多様な人材の参入促進 

■ 介護人材確保対策事業  

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～ 

介護現場の体験者に対して、資格取得から就労まで一貫して支援 

②・③：対象となる資格の拡大（生活援助従事者研修を追加） 

～新卒者等若者向け～ 

■ 介護職員奨学金返済・育成支援事業 

奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組む事業者を支援 

～定年退職者等シニア向け～ 

■ 介護講師派遣事業  

企業等が退職前の従業員等に対して、介護に関する研修を実施する場合に、介護福祉士養成施設等から講師を派遣 

育成・定着含 

拡 

①職場体験   介護業務の体験を希望する方に対して、職場体験を最長３日間実施 

②資格取得支援 職場体験を修了した方を対象に、介護初任者研修等の資格取得支援を実施 

③就業促進事業 未就労者に対して、介護施設等での就労及び介護の資格取得を支援 

区市町村への取組支援 

■ 区市町村介護人材緊急確保対策事業  

区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材対策への支援  
例：「介護事業者が業務改善等を図るための事業共同化への支援」、「入門的研修を実施し、研修修了者に対して介護施設等とのマッチング支援」 等  

育成・定着含 

■ 東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 高齢包括補助  

・事業者（＊）が職員宿舎を借り上げる場合の経費を補助 
＊：福祉避難所の指定等を受け、地域の災害福祉拠点の機能を有していること。対象事業所：地域密着型サービス事業所 

定着含 

２０１９年度における介護人材対策の取組について 



事業概要（育成） 

キャリアパス導入 

定着含 

資質の向上 

■ 東京都介護職員キャリアパス導入促進事業   

「介護キャリア段位制度」を活用し、職責に応じた処遇を実現するキャリアパスの導入に取り組む事業者を支援 

導入前 導入中 導入後 

〇アセッサー講習受講支援 
アセッサー講習を受講するための経費を補助 

〇人事制度改善等支援 
経営コンサルタントによる集合研修・個別相談の機
会を提供 

〇キャリアパス導入促進事業 
レベル認定者に対する手当支給、経営改善に要す
る経費を補助 

〇専門人材育成・定着促進助成 
キャリアパス導入後、離職率が改善した事業所に
一定額を補助 

■現任介護職員資格取得支援事業  

現任職員の介護福祉士国家資格取得にかかる経費を事業者に補助 

■代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業  
  現任職員が研修に参加する場合に、代替職員を派遣 

■介護職員スキルアップ研修事業  
 医学的知識や高齢者特有の身体的特徴等に関する研修 

■介護職員等によるたんの吸引等研修事業  

 たんの吸引等の医療的ケアを行えるための研修 

■喀痰吸引等登録研修機関開設準備経費支援事業  

 登録研修機関開設のための初度経費の補助 

２０１９年度における介護人材対策の取組について 



事業概要（定着） 

労働環境の改善 

■ 東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業  
 

 事業者（＊）が職員宿舎を借り上げる場合の経費を補助 
＊：福祉避難所の指定等を受け、地域の災害福祉拠点の機能を有していること 

～住宅費の負担軽減～ 

～業務の効率化～ 

■ ICT機器活用による介護事業所の負担軽減支援事業  
 

   訪問介護事業者のICT機器の導入経費及びコンサルタント経費の一部を補助 

確保含 

■ 介護保険施設等におけるICT活用促進事業 
 
 

  特別養護老人ホーム等におけるICT機器環境の整備や見守り支援機器等の導入経費の一部を補助 

拡 

■ 次世代介護機器の活用支援事業 
 

 

 ・介護環境の改善に資する機器の導入経費の一部を補助 
 
 

 

 ・機器の効果的な活用に向けた研修 

新 

拡 

２０１９年度における介護人材対策の取組について 



外国人受入れ環境整備 

■ 外国人介護従事者受入れ環境整備事業 
 

                        外国人介護人材が円滑に介護業務に従事できるように、介護施設等への包括的な支援 

新 

①外国人受入れセミナー 介護事業者の経営者等に対し、外国人受入れに必要な知識・ノウハウ等を提供するためのセミナー
及び専門家による相談会を実施 

②外国人介護職員指導担当者研修 外国人介護従事者の指導担当職員に対し、指導のポイント等についての研修を実施し、指導体制
の充実を支援 

③介護施設等による留学生受入れ支援 介護施設等（※）が留学生に対して奨学金等を給付する場合、当該費用の一部を補助 
※：介護福祉士養成施設に通う留学生をアルバイトとして雇用する介護施設等 

■ 経済連携協定等に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業   
 

 

 
 

  介護福祉士国家資格取得に必要な知識及び技術の習得に要する研修が円滑に実施されるよう、受入れ施設を支援 

■ 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業   

   技能実習に必要な日本語教育及び技術の習得が円滑に実施されるよう高齢者福祉施設を支援 

事業概要（外国人受入） ２０１９年度における介護人材対策の取組について 


